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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
エアゾール容器の上端に固定し、中央部に中央開口を開口した下筒と、この下筒の中央開
口内に配置し、ステムに接続可能な吐出筒を設けるとともに、この吐出筒にステムと連通
する吐出口を形成した吐出体と、この吐出体の上方に配置し、中央に形成した挿通筒に吐
出筒を摺動可能に挿通し、吐出体との間に介装した押圧発条により上部方向に押圧付勢さ
れながら、吐出体と下筒に対して回動可能に配置した回動体と、この回動体の挿通筒を、
中央に設けた環状開口に挿通して回動体の上方に配置した環状体と、この環状体の上方に
挿通筒を挿通口に挿通して配置するとともに、下方に押圧することにより、環状体、回動
体、及び吐出体を介してステムを押圧し、エアゾール容器内に配置した定量噴射バルブを
開弁して、この定量噴射バルブ内のエアゾール内容物の全量噴射を可能とした押圧体と、
この押圧体を貫通口に上下摺動可能に装着するとともに、下筒に下端を固定した上筒とか
ら成り、上筒の内面に、下端面を片流れのテーパー部とする受刃を挿入間隔を介して環状
に複数個形成し、回動体の下方外周に突設した嵌合片を、挿入間隔内に挿入可能とすると
ともに、環状体の底面壁側に下端面をテーパー部として形成した送り刃の下端面に臨ませ
て嵌合片を配置することにより、押圧体を押圧すると、環状体と共に嵌合片を受刃の下端
よりも下方に押し下げ、ステムを押圧してエアゾール内容物の定量噴射を可能とするとと
もに、押し下げられた嵌合片を環状体の送り刃及び上筒の受刃の傾斜面に沿って挿入間隔
内に挿入し、嵌合片の同一方向への位置移動を一回可能とする一方、上記の押圧体の押圧
による規定回数の位置移動後に、下筒の上面に突出形成した下筒突部の上端面に嵌合片を
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突き当てることにより、ステムの押圧を不能とするとともに、嵌合片の同一方向への位置
移動を不能としたことを特徴とするエアゾール容器用の小分定量分配装置。
【請求項２】
　押圧体は、回動体の挿通筒の外周側に形成した当接壁に当接可能な突出片を底面に突出
形成し、手動による押圧体の回動に伴って任意に回動体を回動し、嵌合片と下筒突部との
突き当てを解除可能としたことを特徴とする、請求項１のエアゾール容器用の小分定量分
配装置。
【請求項３】
　押圧体は、使用者に押圧接触する押圧突部を上面に形成したことを特徴とする、請求項
１のエアゾール容器用の小分定量分配装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、医薬品、頭髪用品、化粧品などの、一日、数日、一週間など、１サイクルに
おける使用量が限定されているエアゾール内容物において、定められた分量のみを使用で
きるエアゾール容器用の小分分配装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
【特許文献１】特開２００１－２３２２４９号公報
【０００３】
　エアゾール容器に収納されるエアゾール内容物の中には、医薬品、頭髪用品または化粧
品のように、人体に直接使用するものが存在する。しかし、これらのエアゾール内容物を
規定の使用量を超えて使用した場合、人体に被害を及ぼす危険性があったり、無駄な使用
となる場合がある。そのため、特許文献１に示す如く、一定期間内に使用可能な規定量を
複数回に分けて定量噴射することができるエアゾール容器用の小分分配装置を、エアゾー
ル容器のステムに接続し、エアゾール容器の外部に配置したものが開発されている。
【０００４】
　このエアゾール容器用小分分配装置は、内部に定量室と定量噴射バルブをそれぞれ設け
、この定量室内に一定量のエアゾール内容物を、エアゾール容器本体から導入して収納す
る。そして、定量室内をピストンによって常に加圧状態とするとともに、定量噴射バルブ
にて定量室内に収納されたエアゾール内容物を複数回に分けて噴射することができるよう
構成したものである。そのため、１回分又は複数回の定量噴射によって、規定期間内にお
ける規定量範囲内での噴射を可能とし、規定量以上の使用が好ましくなかったり、無駄な
使用となる医薬品、頭髪用品、化粧品などにおいて、好都合なエアゾール内容物の分配を
可能とするという利点を有している。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載されたエアゾール用の小分分配装置は、エアゾール容
器の外部に配置されている。そのため、エアゾール内容物を常時加圧した状態で、一日分
又は一週間分などの規定量を一定期間定量室内に保存することになるため、場合によって
は外気温の変化等によりエアゾール内容物の体積が膨張し、エアゾール容器の外部に配置
した分配装置が破損するおそれがあった。また、定量室内をピストンで加圧しながら噴射
を行うため、エアゾール内容物の液体部分の噴射が完了した後も、ピストンと定量室の隙
間等に残留した液化ガスが気化して噴射を継続し、気化ガスのみの噴射を行うという欠点
を有していた。また、分配装置内に定量室と定量噴射バルブを両方設ける必要があったた
め、装置の組み立てが複雑となり、製造コストが高くついていた。
【０００６】
　本発明は、上述の如き課題を解決しようとするものであって、特許文献１に記載のエア
ゾール用の小分分配装置の如く、エアゾールの容器外に複数回の噴射を可能とする大型の
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定量室を備えずに、エアゾール容器内に定量室を設けて、この定量室内にエアゾール内容
物を充填して噴射可能とすることにより、外気温の変化等による分配装置の破損を防止し
てエアゾール容器の安全な使用を可能とし、エアゾール容器を長期間安定して使用可能と
するとともに、製造コストを廉価にすることを可能にしようとするものである。
【０００７】
　尚、本明細書及び特許請求の範囲では、エアゾール容器の底部側を下方に配置した場合
を基準として、底部側を下部とし、底部側と反対側を上部として示したものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、エアゾール容器の上端に固定し、中央部に中央開口を開口した下筒と、この
下筒の中央開口内に配置し、ステムに接続可能な吐出筒を設けるとともに、この吐出筒に
ステムと連通する吐出口を形成した吐出体と、この吐出体の上方に配置し、中央に形成し
た挿通筒に吐出筒を摺動可能に挿通し、吐出体との間に介装した押圧発条により上部方向
に押圧付勢されながら、吐出体と下筒に対して回動可能に配置した回動体と、この回動体
の挿通筒を、中央に設けた環状開口に挿通して回動体の上方に配置した環状体と、この環
状体の上方に挿通筒を挿通口に挿通して配置するとともに、下方に押圧することにより、
環状体、回動体、及び吐出体を介してステムを押圧し、エアゾール容器内に配置した定量
噴射バルブを開弁して、この定量噴射バルブ内のエアゾール内容物の全量噴射を可能とし
た押圧体と、この押圧体を貫通口に上下摺動可能に装着するとともに、下筒に下端を固定
した上筒とから成り、上筒の内面に、下端面を片流れのテーパー部とする受刃を挿入間隔
を介して環状に複数個形成し、回動体の下方外周に突設した嵌合片を、挿入間隔内に挿入
可能とするとともに、環状体の底面壁側に下端面をテーパー部として形成した送り刃の下
端面に臨ませて嵌合片を配置することにより、押圧体を押圧すると、環状体と共に嵌合片
を受刃の下端よりも下方に押し下げ、ステムを押圧してエアゾール内容物の定量噴射を可
能とするとともに、押し下げられた嵌合片を環状体の送り刃及び上筒の受刃の傾斜面に沿
って挿入間隔内に挿入し、嵌合片の同一方向への位置移動を一回可能とする一方、上記の
押圧体の押圧による規定回数の位置移動後に、下筒の上面に突出形成した下筒突部の上端
面に嵌合片を突き当てることにより、ステムの押圧を不能とするとともに、嵌合片の同一
方向への位置移動を不能としたものである。
                                                                                
【０００９】
　また、押圧体は、回動体の挿通筒の外周側に形成した当接壁に当接可能な突出片を底面
に突出形成し、手動による押圧体の回動に伴って任意に回動体を回動し、嵌合片と下筒突
部との突き当てを解除可能としたものであってもよい。
【００１０】
　また、押圧体は、使用者に押圧接触する押圧突部を上面に形成したものであってもよい
。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、定量室をエアゾール容器本体内に設け、この定量室内に収納したエアゾール
内容物の全量を、１回の押圧体の押圧毎に外部に噴射可能とすることにより、機構を簡略
化して製造コストを廉価なものにすることを可能とするとともに、外気温の影響による分
配装置の破損を防止して、安全な使用を可能としたものである。また、機構を簡略化する
ことにより、容易な製造を可能としたものである。また、押圧体の押圧及び押圧解除に伴
い、環状体、回動体及び押圧体を上下軸方向に安定して移動可能とすることにより、分配
装置の動きを円滑なものとし、エアゾール容器の安定した使用を可能としたものである。
【００１２】
　また、このように簡易、安全、かつ安定した機構を備えながら、規定量以上の使用が好
ましくない医薬品、頭髪用品、化粧品等をエアゾール内容物として使用した場合に、１サ
イクルの使用で連続して定量噴射することができる回数を規制し、規定量を超えたエアゾ
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ール内容物の使用を防ぐことにより、エアゾール容器を長期間安全に使用可能としたもの
である。
【実施例】
【００１３】
　以下、本発明を、１サイクルの使用で複数回噴射し、かつ、この１サイクルでの噴射に
よる総使用量を規定量とする育毛剤をエアゾール内容物として使用した一実施例を、図１
～１０に於いて説明すれば、（１）はアルミニウム製のエアゾール容器で、内面にポリア
ミドイミド樹脂塗料をコーティングしている。また、図２に示す如く、このエアゾール容
器（１）の内部に、上端を蓋体（２）に固定した定量噴射バルブ（３）を配置している。
そして、この定量噴射バルブ（３）内に配置したステム（４）を、蓋体（２）の内面に配
置したステムガスケット（５）に挿通し、非押圧状態ではオリフィス（６）をステムガス
ケット（５）の外部側に配置するとともに、押圧時にはオリフィス（６）を定量室（７）
内に挿入配置するようにしている。またこのオリフィス（６）は、ステム（４）の上端に
形成した、エアゾール内容物の導出路に連通している。
【００１４】
　また、この定量噴射バルブ（３）は、ハウジング（８）内に環状の仕切ガスケット（１
０）を介して、定量室（７）と内容物導入室（１１）とを形成している。そして、図３に
示す如く、倒立使用時にステム（４）を押圧して仕切ガスケット（１０）に挿通すること
により、ステム（４）の外周に仕切ガスケット（１０）が密着して定量室（７）と内容物
導入室（１１）とが遮断されるとともに、ステム（４）のオリフィス（６）が定量室（７
）内に導入されるため、定量室（７）内に収納したエアゾール内容物のみを、ステム（４
）の導出路を介して全量外部に噴出することが可能となる。また、ステム（４）への押圧
を解除することにより、図２に示す如く、ステム（４）は元位置に復元して仕切ガスケッ
ト（１０）と分離し、定量室（７）が内容物導入室（１１）と連通するため、内容物導入
室（１１）内に収納されているエアゾール内容物が定量室（７）内に導入される。
【００１５】
　また、内容物導入室（１１）は、ハウジング（８）の外周とハウジング（８）の外周筒
（１２）との間に設けた導入路（１３）を介してエアゾール容器（１）の内部と常時連通
している。なお、本実施例では上記の如く形成された定量噴射バルブ（３）を使用してい
るが、他の実施例において使用する定量噴射バルブ（３）が、ステム（４）の押圧によっ
て規定量のエアゾール内容物を外部に噴射することができ、エアゾール容器（１）内に収
納するものであれば、特にその構成を限定するものではない。
【００１６】
　また、上記ステム（４）の上端には、図２に示す如く、円筒状の吐出筒（１４）を突出
形成した吐出体（１５）を連続して設け、この吐出筒（１４）の上端に設けた吐出口（１
６）とステム（４）の導出路とを連通している。また、下筒（１８）の中央部に設けた中
央開口（２０）に、吐出体（１５）を接続したステム（４）を貫通させて、下筒（１８）
をエアゾール容器（１）の上端に固定している。そして、吐出体（１５）は、この下筒（
１８）の中央開口（２０）内で上下方向に移動可能となるよう配置している。また、図１
に示す如く、この下筒（１８）の上面の外周側には、下筒突部（２１）を軸方向に１箇所
突出形成している。
【００１７】
　また、上記の如く配置した吐出体（１５）の上方に、押圧発条（２２）を介して回動体
（２３）を配置し、この押圧発条（２２）にて回動体（２３）を上部方向に押圧付勢して
いる。この回動体（２３）は、外周に環状壁（２４）を突出形成した基部（２５）の中央
に、円筒状の挿通筒（２６）を軸方向に設けており、この挿通筒（２６）に吐出体（１５
）の吐出筒（１４）を挿通している。
【００１８】
　また、このように挿通筒（２６）に吐出筒（１４）を挿通した場合に、挿通筒（２６）
が、吐出筒（１４）の外周に沿って上下及び円周方向に摺動可能となるよう、挿通筒（２
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６）の内径を吐出筒（１４）の外径よりも径大に形成している。そのため、回動体（２３
）は吐出体（１５）と独立して回動可能な状態となっている。また、図３に示す如く、回
動体（２３）が下筒（１８）の中央開口（２０）内に移動することができるよう、基部（
２５）の外径を下筒（１８）の中央開口（２０）の直径よりも小径としている。
【００１９】
　また、図１に示す如く、挿通筒（２６）の外周面と環状壁（２４）の内周面との間に当
接壁（２７）を形成するとともに、環状壁（２４）の外周面から外方に向けて、この当接
壁（２７）と同一平面上に嵌合片（２８）を突出形成している。また、環状壁（２４）の
外周には、この嵌合片（２８）の他に、嵌合片（２８）よりも短尺な２本の嵌合短片（３
０）を、嵌合片（２８）と各嵌合短片（３０）がほぼ等間隔となるよう外周面に突出形成
している。また、嵌合片（２８）、及び２本の嵌合短片（３０）の上端面を、全て同じ向
きの片流れのテーパー面（３１）（３２）としている。
【００２０】
　また、回動体（２３）の上方には、中央に環状開口（３３）を形成した環状体（３４）
を、環状開口（３３）内に回動体（２３）の挿通筒（２６）を挿通するとともに、底面壁
（３５）を回動体（２３）の環状壁（２４）の上端面に当接して配置している。また、図
１に示す如く、この環状体（３４）の底面壁（３５）の外周には、下端をＶ字形のテーパ
ー部とした送り刃（３６）を環状に複数個突出形成している。
【００２１】
　また、この環状体（３４）は、組み付けた際に、図９に示す如く、送り刃（３６）が上
筒（３７）の受刃（３８）及び下筒（１８）の下筒突部（２１）よりも軸中心側に位置す
るよう形成するとともに、図５に示す如く、送り刃（３６）の突出側の頂点（４０）が上
筒（３７）の挿入間隔（４１）内のほぼ中央に位置するよう配置している。また、環状体
（３４）の上面外周には、図１に示す如く、外周突部（４２）を４箇所等間隔に突出形成
している。
【００２２】
　また、環状体（３４）の上方には、円形の基板（４３）の中央に形成した挿通口（４４
）に挿通筒（２６）を挿通した押圧体（４５）を配置しており、この押圧体（４５）の基
板（４３）の上面には、先端を弧状とした棒状の４本の押圧突部（４６）を軸方向に突出
形成している。尚、本実施例では図１に示す形状の押圧突部（４６）を４本設けているが
、他の異なる実施例では、押圧突部（４６）を人の頭部に押圧し得る他の形状とすること
も可能であり、また、本数も特に限定するものではない。
【００２３】
　また、基板（４３）の底面（４７）には、突出片（４８）を下面軸方向に１箇所突出形
成している。この突出片（４８）は、１サイクルの使用が完了した後、次のサイクルの使
用を開始する際に、回動体（２３）の嵌合片（２８）を元の位置に復元するため、回動体
（２３）の当接壁（２７）に当接させて回動体（２３）を進行方向に回動させるために設
けたものである。また、この突出片（４８）の他に、基板（４３）の底面（４７）には、
半球形の底面突部（５０）を環状に複数個形成している。この底面突部（５０）は、押圧
体（４５）の回動時に生じる環状体（３４）と押圧体（４５）との摩擦抵抗を低減するた
めに設けたものである。
【００２４】
  また、押圧体（４５）は、図２に示す如く、押圧突部（４６）を上筒（３７）の貫通口
（５１）に貫通している。この上筒（３７）は、下端を下筒（１８）の内部壁（５２）と
外部壁（５３）の間隔内に挿入し、下筒（１８）の外部壁（５３）の内周面に形成した係
合突部（５４）に、外周面に形成した係合受部（５５）を係合することにより、上筒（３
７）を下筒（１８）に固定している。また、このように固定した上筒（３７）の貫通口（
５１）内で、押圧体（４５）の押圧突部（４６）は、押圧発条（２２）に付勢されながら
上筒（３７）と独立して上下方向に移動可能となるよう配置されている。
【００２５】
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　また、図１に示す如く、上筒（３７）の内壁の天面には、下端を片流れの傾斜面（５６
）とした受刃（３８）を、下端軸方向に突出形成している。この傾斜面（５６）は、嵌合
片（２８）及び嵌合短片（３０）のテーパー面（３１）（３２）とは逆方向に形成してい
る。また、図９に示す如く、上筒（３７）の受刃（３８）は、回動体（２３）の嵌合片（
２８）及び嵌合短片（３０）と嵌合可能な挿入間隔（４１）を介して、環状に１５個連続
して配置するとともに、受刃（３８）が連続して配置されていない平坦部（５８）を１箇
所設けている。
【００２６】
　また、下筒（１８）の内部壁（５２）と外部壁（５３）との間には、内部壁（５２）と
外部壁（５３）とを連結する底壁面（５７）を形成するとともに、この底壁面（５７）に
係合溝（６０）を等間隔に３箇所形成している。また、上筒（３７）の下端には、この係
合溝（６０）に対応する位置に、係合凸部（６１）を軸方向に３箇所突出形成している。
そして、係合溝（６０）に係合凸部（６１）を係合することにより、上筒（３７）が下筒
（１８）に回動不能に接続され、上筒（３７）と下筒（１８）の位置合わせが可能となる
。そのため、図５に示す如く、下筒（１８）の下筒突部（２１）に対応した位置に上筒（
３７）の平坦部（５８）を容易に配置することが可能となる。
【００２７】
　上記の如く構成したものに於いて、定量噴射を行うには、まず定量噴射を開始する前に
、図５の実線で示す如く、嵌合片（２８）の矢印進行方向側の側面を第１受刃（６２）の
側面に当接させた状態で、嵌合片（２８）のテーパー面（３１）を送り刃（３６）の下端
面（６３）に配置する。同様に、２本の嵌合短片（３０）もそれぞれ送り刃（３６）の下
端面（６３）に配置する。この配置は、製造時において、嵌合片（２８）と嵌合短片（３
０）が上記の如く配置されるように回動体（２３）及び環状体（３４）を組み付けること
により行うものである。また、この時点では、図２に示す如く、定量噴射バルブ（３）に
設けた定量室（７）と内容物導入室（１１）は連通した状態となっており、定量室（７）
内には一定量のエアゾール内容物が収納されている。
【００２８】
　次に、エアゾール容器（１）を倒立させるとともに、図３に示す如く、押圧体（４５）
の押圧突部（４６）を、人体の頭部等の噴射目的部（６４）に当接して、押圧体（４５）
を押圧発条（２２）の付勢力に抗してエアゾール容器（１）の底部方向に押圧する。この
時、押圧突部（４６）の押圧により、噴射目的部（６４）にマッサージ効果を与えること
ができる。
【００２９】
　そして、この押圧により環状体（３４）が底部方向に移動するため、この環状体（３４
）の送り刃（３６）の下端面（６３）に配置された嵌合片（２８）及び嵌合短片（３０）
が送り刃（３６）と共に移動し、押圧体（４５）を限度まで押し切った時点で、図６に示
す如く、送り刃（３６）、嵌合片（２８）、及び嵌合短片（３０）が受刃（３８）よりも
底部側に移動する。
【００３０】
　これと同時に、図３に示す如く、吐出体（１５）及びステム（４）がエアゾール容器（
１）の底部方向に移動する。そのため、非押圧時には定量室（７）の外部に位置していた
オリフィス（６）が移動して定量室（７）内に配置され、定量室（７）内のエアゾール内
容物と接触する。また、ステム（４）は、内容物導入室（１１）と定量室（７）の間に配
置された仕切ガスケット（１０）を貫通し、ステム（４）の外周が仕切ガスケット（１０
）と密着するため、内容物導入室（１１）と定量室（７）との連通が遮断される。従って
、オリフィス（６）及びステム（４）の導出路を介して、定量室（７）内に収納されたエ
アゾール内容物のみが全量、吐出口（１６）から噴射される。
【００３１】
　そして、定量室（７）内のエアゾール内容物を全量噴射した後に、押圧体（４５）の押
圧を解除すると、押圧体（４５）が、押圧発条（２２）の付勢力に従ってエアゾール容器



(7) JP 4578185 B2 2010.11.10

10

20

30

40

50

（１）の底部と反対方向に移動する。これに伴って、吐出体（１５）及びステム（４）が
、ステム発条（６５）の付勢力に従って元位置に復元するため、オリフィス（６）が再び
定量室（７）の外側に配置される。また、押圧の解除により、送り刃（３６）、嵌合片（
２８）及び嵌合短片（３０）も、押圧発条（２２）及びステム発条（６５）の復元力で押
圧体（４５）と同一方向に移動し、移動途中で、図７に示す如く、嵌合片（２８）及び嵌
合短片（３０）のテーパー面（３１）（３２）が、それぞれ受刃（３８）の傾斜面（５６
）に突き当たる。
【００３２】
　そして、嵌合片（２８）及び嵌合短片（３０）は、この受刃（３８）の傾斜面（５６）
に沿って進行方向に位置移動しながら、押圧体（４５）の押圧前に位置していた挿入間隔
（４１）の隣の各挿入間隔（４１）内に滑り込み、図５の点線で示す如く、これらの挿入
間隔（４１）内に位置する送り刃（３６）の下端面（６３）にそれぞれ配置される。この
時、嵌合片（２８）と同時に２本の嵌合短片（３０）が同時に上下方向、及び進行方向に
位置移動することから、回動体（２３）の基部（２５）を水平に保ちながら回動体（２３
）を上下軸方向に安定して移動させることができる。従って、押圧時及び押圧解除時に、
挿通筒（２６）を吐出体（１５）の吐出筒（１４）の外周に沿って円滑に上下方向に移動
させることが可能となる。
【００３３】
　また、環状体（３４）の外周に突出形成した外周突部（４２）は、図９に示す如く、上
筒（３７）の受刃（３８）の間に挿入配置されており、この外周突部（４２）は押圧体（
４５）の押圧及び押圧解除時に両隣の受刃（３８）に沿って上下方向に移動するため、環
状体（３４）も上下方向にのみ移動し、円周方向に移動することは不可能となる。
【００３４】
　そのため、押圧体（４５）の押圧解除により、回動体（２３）は嵌合片（２８）の移動
に伴って進行方向に位置移動する一方、環状体（３４）は、回動体（２３）の位置移動に
影響されることなく上下方向にのみ独立して移動するため、嵌合片（２８）の位置移動時
に、環状体（３４）の送り刃（３６）を常に安定して上下方向に移動させることが可能と
なる。従って、このような回動体（２３）及び環状体（３４）の動きにより、定量噴射時
に分配装置を円滑に作動させることが可能となる。以上により、第１回目の定量噴射が完
了する。そして、押圧体（４５）の第２回目の押圧により、上記と同一の作動が行われ、
エアゾール内容物が定量噴射される。
                                                                        
【００３５】
　上記の如く、定量噴射毎に押圧体（４５）の押圧及び押圧の解除を繰り返すことにより
、嵌合片（２８）は各挿入間隔（４１）を順次移動する。そして、合計１５回の移動を繰
り返した後、更に押圧体（４５）を押圧すると、嵌合片（２８）は、送り刃（３６）と共
に底部方向に若干移動した後、図４及び図８に示す如く、下筒（１８）に突出形成した下
筒突部（２１）に突き当たる。
【００３６】
　従って、吐出体（１５）及びステム（４）を、更にエアゾール容器（１）の底部方向に
押圧することができず、このような状態では定量噴射バルブ（３）が開弁されないため、
エアゾール内容物の噴射が不能となる。この時点で、１サイクルのエアゾール容器（１）
の使用が完了する。従って、このように１サイクルの使用が完了した状態で引き続き押圧
体（４５）を押圧しても、エアゾール内容物を噴射させることはできないため、規定量を
超えたエアゾール内容物の使用を防ぐことが可能となる。
【００３７】
　上記の如く１サイクルの使用が完了した状態で、引き続き次の使用を開始することはで
きず、また図８に示す如く、嵌合片（２８）が下筒突部（２１）に突き当たるため、回動
体（２３）を更に進行方向に回動させることはできない。従って、次のサイクルの使用を
開始する場合は、以下の手続を必要とする。まず、非押圧の状態で、押圧体（４５）の突
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出片（４８）が回動体（２３）の当接壁（２７）に当接するまで押圧体（４５）を回動す
る。そして、図９に示す如く、突出片（４８）が当接壁（２７）に当接すると、突出片（
４８）を当接壁（２７）に当接させた状態で、押圧体（４５）を更に同一方向に回動する
。
【００３８】
　これにより、図１０に示す如く、押圧体（４５）と共に回動体（２３）が回動し、図５
の一点鎖線で示す如く、下筒突部（２１）に対応する送り刃（３６）の下端面（６３）に
位置していた嵌合片（２８）が、進行方向の隣りに位置する次の送り刃（３６）の突出側
の頂点（４０）を乗り越え、図５の実線で示す如く、嵌合片（２８）の側面を第１受刃（
６２）の側面に当接した状態で、この送り刃（３６）の下端面（６３）に配置される。
【００３９】
　また、嵌合短片（３０）も、嵌合片（２８）と同様にして次の送り刃（３６）の突出側
の頂点（４０）を乗り越え、次の嵌合位置に配置される。尚、嵌合短片（３０）が送り刃
（３６）の頂点（４０）を乗り越える際に、対応する第５受刃（６６）及び第１１受刃（
６７）に当接して回動体（２３）が回動不能となることのないよう、図９及び図１０に示
す如く、第５受刃（６６）及び第１１受刃（６７）の形成長さを他の受刃（３８）と比較
して短尺なものとしている。
【００４０】
　また、押圧体（４５）は、上記の如く環状体（３４）や回動体（２３）と独立して円周
方向に回動可能としているため、押圧体（４５）の突出片（４８）が回動体（２３）の当
接壁（２７）に当接しない範囲で自由に回動可能となる。そのため、押圧体（４５）の押
圧時には、嵌合片（２８）の位置移動により、回動体（２３）は進行方向に回動するが、
押圧体（４５）は、回動体（２３）と別体に形成されているため、必ずしもこの回動体（
２３）の回動に伴って回動しない。
【００４１】
　そのため、押圧突部（４６）を押圧して噴射を行う場合に、押圧体（４５）が多少進行
方向に回動しても、押圧体（４５）の突出片（４８）が回動体（２３）の当接壁（２７）
に当接しない限り、押圧体（４５）の回動に伴って回動体（２３）が挿入間隔（４１）を
複数移動するような事態は発生しない。また、噴射を行わない状態で誤って押圧体（４５
）のみ回動させても、突出片（４８）が当接壁（２７）に当接しない限り、押圧体（４５
）は回動体（２３）と独立して回動するため、押圧体（４５）の非押圧時に、押圧体（４
５）の回動に伴って嵌合片（２８）が必ず次の挿入間隔（４１）内に位置移動するという
不都合を防ぐことができる。従って、１サイクルの使用で噴射されるエアゾール内容物の
総噴射量を、確実に一定に保つことが可能となる。
【００４２】
　また、図１に示す如く、押圧体（４５）の底面（４７）には底面突部（５０）が形成さ
れているため、押圧体（４５）の回動時に生じる環状体（３４）の上面と押圧体（４５）
の底面（４７）との間の摩擦抵抗が低減され、押圧体（４５）をより円滑に回動すること
が可能となる。
【００４３】
　以上より、嵌合片（２８）及び嵌合短片（３０）を上記の如く１サイクル目の使用開始
時の位置に配置した後に、押圧体（４５）を連続して押圧することにより、再度合計１５
回のエアゾール内容物の定量噴射を行うことが可能となる。従って一定期間内に使用可能
なエアゾール内容物の噴射量を一定量に制限することが可能となるとともに、１サイクル
の使用が終了した後、次のサイクルの使用を開始するには、押圧体（４５）を非押圧の状
態で手動により進行方向に回動させるという特別の手続を行う必要があり、規定量を超え
てエアゾール内容物を使用するという危険を回避することが可能となる。
【００４４】
　また、例えば、人体の頭部を噴射目的部（６４）とした場合に、１噴射毎に噴射位置を
変えて、１５回の噴射で、規定量のエアゾール内容物を人体の頭部全体にまんべんなく行
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き渡らせるようにすることも可能となる。尚、本実施例では１サイクルの総噴射回数を１
５回に設定しているが、他の異なる実施例に於いては、上筒（３７）の受刃（３８）及び
環状体（３４）の送り刃（３６）の数を調整することにより、１サイクルの総噴射回数を
１５回よりも多く又は少なく設定することも可能である。
【００４５】
　また、上記実施例中の定量噴射バルブ（３）には、以下のものを用いることができる。
Ａ－１
　アルミニウム生地にポリアミドイミド樹脂塗料をコーティングした蓋体（２）、ポリオ
キシメチレン製のハウジング（８）及びステム（４）、ブチルゴム製のステムガスケット
（５）、及びステンレス製のステム発条（６５）にて構成される倒立使用型定量噴射バル
ブ（３）。
【００４６】
Ａ－２
　アルミニウム生地にポリアミドイミド樹脂塗料をコーティングした蓋体（２）、ポリブ
チレンテレフタレート製のハウジング（８）及びステム（４）、ブチルゴム製のステムガ
スケット（５）、及びステンレス製のステム発条（６５）にて構成される倒立使用型定量
噴射バルブ（３）。
【００４７】
Ａ－３
　アルミニウム生地にポリエチレンテレフタレートをラミネートした蓋体（２）、ポリオ
キシメチレン製のハウジング（８）及びステム（４）、ブチルゴム製のステムガスケット
（５）、及びステンレス製のステム発条（６５）にて構成される倒立使用型定量噴射バル
ブ（３）。
【００４８】
　また、上記実施例では、エアゾール容器（１）内に収納し、育毛剤として使用するエア
ゾール内容物の原液の処方例を、以下の通りとすることができる。
Ｂ－１
　（成分）                                    （配合量）
　ミノキシジル　　　　　　　　　　　　　　　　    2.0g
　ペンタデカン酸グリセリド　　　　　　　　　　　  0.1g
　酢酸トコフェロール　　　　　　　　　　　　　   0.08g
　パントテニールエチルエーテル　　　　　　　　  　1.0g
　カミツレ油                                    0.001g
　Ｌ－アルギニン　　　　　　　　　　　　　　　    0.1g
　トウガラシチンキ　　　　　　　　　　　　　　　  0.1g
　グリチルレチン酸                                0.1g
　１－メントール　　　　　　　　　　　　　　　　  0.3g
　乳酸メンチル　　　　　　　　　　　　　　　　　  0.1g
　1,3-ブチレングリコール　　　　　　　　　　　    10.0g
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　  60.05g
　クエン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　適量（原液pHを８に調整）
　精製水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 残部
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100ml
【００４９】
Ｂ－２
　（成分）                                    （配合量）
　ミノキシジル　　　　　　　　　　　　　　　　    1.0g
　ペンタデカン酸グリセリド　　　　　　　　　　　  1.0g
　酢酸トコフェロール　　　　　　　　　　　　　    0.1g
　パントテニールエチルエーテル　　　　　　　　  　1.0g
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　チクセツニンジンエキス                          2.0ml
　グリチルレチン酸　　　　　　　　　　　　　　　  0.1g
　１－メントール　　　　　　　　　　　　　　　　  0.3g
　1,3-ブチレングリコール　　　　　　　　　　　    10.0g
　イソプロピルアルコール                         12.0g
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　  55.76g
　乳酸　　　　　　　　　　　　　　　　　適量（原液pHを８に調整）
　精製水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 残部
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100ml
【００５０】
Ｂ－３
　（成分）                                    （配合量）
　ミノキシジル　　　　　　　　　　　　　　　　    1.0g
　ペンタデカン酸グリセリド　　　　　　　　　　　  0.2g
　酢酸トコフェロール　　　　　　　　　　　　　   0.05g
　パントテニールエチルエーテル　　　　　　　　  　1.0g
　カシュウチンキ                                  3.0ml
　チクセツニンジンエキス　　　　　　　　　　　　　3.0ml
　グリチルリチン酸ジカリウム　　　　　　　　　　  0.1g
　ヒノキチオール                                 0.05g
　１－メントール　　　　　　　　　　　　　　　　  1.0g
　1,3-ブチレングリコール　　　　　　　　　　　     5.0g
　グリセリン                                      5.0g
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　  60.05g
　乳酸　　　　　　　　　　　　　　　　　適量（原液pHを８に調整）
　精製水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 残部
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100ml
【００５１】
Ｂ－４
　（成分）                                    （配合量）
　ミノキシジル　　　　　　　　　　　　　　　　    3.0g
　酢酸トコフェロール　　　　　　　　　　　　　   0.05g
　パントテニールアルコール　　　　　　　　  　    1.0g
　１－メントール　　　　　　　　　　　　　　　　  1.0g
　ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油　　　　　　　　　0.1g
　ポリエチレングリコール４００                    5.0g
　1,3-ブチレングリコール　　　　　　　　　　　     5.0g
　グリセリン                                      5.0g
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　  55.76g
　乳酸　　　　　　　　　　　　　　　　　適量（原液pHを８に調整）
　精製水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 残部
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100ml
【００５２】
 Ｂ－５
　（成分）                                    （配合量）
　ミノキシジル　　　　　　　　　　　　　　　　    5.0g
　１－メントール　　　　　　　　　　　　　　　　  1.0g
　ポリエチレングリコール４００　　　　　　　　　 10.0g
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　  60.05g
　乳酸　　　　　　　　　　　　　　　　　適量（原液pHを５．４に調整）
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　精製水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 残部
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100ml
【００５３】
　また、上記実施例ではエアゾール内容物の噴射剤として、
Ｃ－１　ジメチルエーテル
Ｃ－２　ＬＰＧ
Ｃ－３　ジメチルエーテル及びＬＰＧ（容積比を１：１とする。）
を使用することができる。
【００５４】
　また、上記定量噴射バルブ（３）、エアゾール内容物の原液及び噴射剤を用いた各実施
例を下記の表１に示す。
【００５５】
【表１】

【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の一実施例を示す分解斜視図。
【図２】本発明の一実施例を示す組み付け状態の断面図。
【図３】定量噴射状態を示す断面図。
【図４】１サイクルの定量噴射が完了し、嵌合片が平坦部に突き当たった状態を示す断面
図。
【図５】嵌合片及び嵌合短片が送り刃のテーパー面に配置された状態を示す概念図。
【図６】嵌合片及び嵌合短片が送り刃と共に底部方向に押し下げられた状態を示す概念図
。
【図７】嵌合片及び嵌合短片の上端面が受刃の下端面に当接した状態を示す概念図。
【図８】嵌合片が平坦部に突き当たった状態を示す概念図。
【図９】図４のＢ－Ｂ線断面図。
【図１０】図２のＡ－Ａ線断面図。
【符号の説明】
【００５７】
　　１　エアゾール容器
　　３　定量噴射バルブ
　　４　ステム
　１４　吐出筒
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　１５　吐出体
　１６　吐出口
　１８　下筒
　２０　中央開口
　２１　下筒突部
　２２　押圧発条
　２３　回動体
　２６　挿通筒
　２７　当接壁
　２８　嵌合片
　３３　環状開口
　３４　環状体
　３５　底面壁
　３６　送り刃
　３７　上筒
　３８　受刃
　４１　挿入間隔
　４４　挿通口
　４５　押圧体
　４６　押圧突部
　４７　底面
　４８　突出片
　５１　貫通口
　５６　傾斜面
　６３　下端面
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